介護福祉士実務者養成研修
（通信課程）
学則
社会福祉法人　太樹会
Copyright (C) 2014 TAIKIKAI social Welfare Corporation. All Rights Reserved.
	設置目的
	　少子高齢化が進む中，介護保険法施行に伴い高齢者の多様なニーズに対応する地域密着型のサービス提供体制が求められているが，地域のつながりが希薄化し，高齢者の孤立が進んでいる．
　社会福祉法人　太樹会（以下，「当法人」という）では，今まで培ってきた高齢者福祉の知識・技術・ネットワークを活用し，地域へ還元することで，地域の福祉力・介護力を醸成し，地域福祉の増進に寄与するために，介護福祉士実務者養成研修（通信課程）を実施し，地域における雇用の創出と介護福祉分野における経営革新の支援や創業支援を実施するための介護福祉士実務者の養成を図ることを目的とする．

	名称
	　和里（にこり）介護福祉士実務者研修

	実施場所
	　奈良県大和高田市野口325番3

	研修期間
	　1か月～6か月（在籍期間は２年を超えることはできない．）
介護職員初任者研修修了者：4か月

訪問介護員研修2級課程修了者：4か月

訪問介護員研修1級課程修了者：2か月

介護職員基礎研修修了者：1か月

	研修日程
	　別紙研修日程表参照

	面接授業・演習

実施施設
	　和里（にこり）内
　奈良県大和高田市野口325番3

	面接授業・演習

実施日程
	　別紙研修日程表参照（期間内の土曜日を基本とする）

	定員
	　受講定員は1年度内30名とする.（1講座15名）ただし，受講応募者が少数の場合は，開講を取りやめる場合がある．

	養成課程・

履修方法
	【通信学習の実施方法】
1） 受講者はテキストに沿って自己学習し，当法人の定める期日に科目毎にレポートを提出する．
2） 各レポート評価は70点以上を合格とする．70点未満は再提出とし，合格するまで再提出する．
3） 自己学習の際の質問に関しては，別紙の質問用紙にて受付し，担当講師が回答する．
【面接授業の実施方法】
1） 面接授業は，指定された日に当法人の研修会場にて行う．出席を確認するため受講者は印鑑を持参し，毎回出席簿に押印する．
2） 面接授業に出席するためには，当法人の定める期日までに通信学習の定められた科目を終了していることを条件とする．
3） 面接授業を安全に行うにあたり，感染症に罹患している者，またはその疑いがある者は受講できないこととし，授業の実施時期を変更する．
4） 全日程に参加した者に対し，担当教員がその成績を評価する．

	休業日
	　休業日は次のとおりとする．ただし養成施設の長が必要と認める場合には，休業日を変更することがある．

	入学時期
	開講時期は、4月1日～9月30日の６ヶ月間・7月1日～12月31日の6ヶ月間

	入学資格・選考
	1） 介護福祉士の資格取得を目指している者
2） 面接授業及び医療的ケアの試験・演習の出席に支障のない者
3） 特段の選考は実施せず，(1)(2)の要件を満たす者の入学を認める．また学生や，無資格職員にも受講しやすい条件を整えるものとする．

	入学手続
	【募集】
1） 開講の概ね3週間前から募集し，原則として前日に締め切る．
2） 当法人指定の受講申込書に必要事項を記載の上，期日までに申し込む．ただし，定員に達した時点で申し込み受付は終了する．
3） 受講者の決定後，受講決定通知書を受講者あてに通知する．
4） 受講決定通知書を受け取った受講者は，指定の期日までに受講料を納めるものとする．
5） 当法人に在籍する職員または内定者（以下，「職員」という．）は，「金銭消費貸借契約書」を提出の上，受講料を納めるものとする．ただし，同誓約書に違反した場合には，受講料の免除取扱いは遡及的に無効となり，速やかに一般受講者として，受講料を支払わなければならないものとする．
6） 学生は，受講申込書に学生証（写し）を添え，提出し，受講料を納めるものとする．
【受講料返還方法】
1） 研修開始後は，理由の如何を問わず一切返還しない．なお，当法人の都合により中止した場合は，受講料を返還する．
2） 特定商取引に関する法律の適用される場合（クーリングオフ）については，次のとおりとする．
1. 当法人以外の場所で申込み（お支払い）された場合であって，申込日を含む8日間は，書面により無条件に契約解除を行うことができる．
2. 契約解除は，「申込日，氏名，住所」と「契約を解除する」旨の表記をした書面を当法人に郵送し，当法人が申込日から8日以内に受領したとき（郵便消印日付）に解除される．
3. 解除された場合，すでに引渡されたテキスト等の引取りに要する費用は当法人で負担する．また，すでに代金の全部または一部を支払われている場合は直ちにその金額を返還する．ただし，テキスト等に汚損・毀損などが有った場合は，実費でお買い取り頂きます．
4. 解除された場合，当法人は損害賠償請求また違約金支払請求をいたしません．

	退学・休学・
復学賞罰
	【受講の取り消し・懲戒処分（退学等）】

　次のいずれかに該当する者は，受講を取り消すことができる．なお，受講取り消しとなった場合には，一切の返金及び補償は行わないものとする．

1） 受講者が退学しようとするときは，所定の退学届を提出すること
2） 受講者が次の行為を行ったときには，退学を命ずることがある

1. 修了の見込みがないと認められるとき
2. 正当な理由がなくして出席が常でない者
3. 本研修あるいは当法人の名誉を毀損しまたは秩序を乱したとき
4. 故意に当法人あるいは実習先の施設・設備等を毀損したとき
5. 受講証を他人に貸与し，貸与を受けた者が本研修を受講したとき，また，実習を受けたとき
6. 感染症にかかっている者
7. 講義等の進行を妨げる等，他の受講者の迷惑になる行為を行い，あるいは，講師や実習先等の指示に従わず，改善が認められないと判断したとき
8. その他，処分を適当とする行為が有り，当法人がそれを決定したとき
9. やむを得ず定められた学習期間内に全ての科目を修了できなかったとき
10. 実習先が定める診断書の提出に応じなかったとき
11. 実習先が定める診断書記載内容等に基づき，当法人が受講継続不可と判断したとき
【休学及び復学】

1） 受講者が疾病，事故，その他やむを得ない事由によって休学しようとする場合は，休学届けにその事由を明らかにする書類（診断書等）を添えて，養成施設の長に承認を得なければならない．休学の期間は，最長1年までとし，これを超える場合は退学しなければならない．
2） 休学中の者が復学しようとする時は，事前に届け出て，休学の事由が解消されたことを養成施設の長が確認し復学することができる．

	使用テキスト
	介護福祉士実務者研修テキスト（中央法規出版）

	学習の評価
及び
課程修了の
認定
	【遅刻・早退・欠席】
　10分以上の遅刻，早退に関しては理由の如何に関わらず欠席扱いとする．ただし，公的機関発行の証明書による届け出を行った場合は，20分までは認める．
【補講】
　面接授業を欠席した者で，やむを得ない事情があると認められる者については本研修において，該当科目の補講を総研修時間数の1割を上限として受けることができる．
　当法人はあらかじめ補講候補日を文書等にて通知し，受講者はその通知に従って受講しなければならない．
【補講に係る費用】
1） 補講1教科につき3,000円とする

2） レポート1教科につき3,000円とする

3） 演習・実技1教科につき4,000円とする
4） 実習は1日につき2,000円とする
【通信学習のレポート再提出】

　レポート再提出毎に1,000円とする
【修了認定方法】
　指定されたカリキュラムをすべて履修し，受講料の未納がない者に対して科目ごとに，①事前通信学習，②演習中のレポート及び実技の習得状況・理解，③受講態度を総合的に評価する．
　評価基準は　Ａ：90点以上，Ｂ：80～89点，Ｃ：70～79点，Ｄ：70点未満の4段階で評価し，Ｃ以上の評価の受講者を修了者として認める．
　各科目の出席時間数が指定規則に定める時間数の3分の2に満たない場合，該当科目の履修修了の認定をしないこととする．

【修了証明書等の交付】

　修了を認定された者は，当法人において修了証明書を交付する．
【修了証明書等の再交付】

　修了証明書の紛失等があった場合は，修了者の申し出により再交付を行うことができる．ただし再交付手数料として，1,000円を申し付けるものとし，受け取りは原則本人が当法人に来訪するものとする．

	受講料
（実習費等
含む）
	保有資格

一般

学生

職員

基礎研修

15,000円

10,000円

10,000円

HH1級

40,000円

20,000円

20,000円

HH2級

60,000円

40,000円

40,000円

初任者研修

60,000円

40,000円

40,000円

資格なし

90,000円

60,000円

60,000円



	教職員組織
	　本研修を実施するにあたり，次の教職員を置く．
1） 養成施設の長
1名
2） 専任講師

2名
3） 講師（介護過程Ⅲ）
若干名
4） 講師（医療的ケア）
若干名
5） 事務職員

若干名

	個人情報の
取り扱いについて
	　当法人では，受講申し込み時に，氏名，生年月日等の個人情報の提供をお願いしております．当該個人情報については，下記のとおり取り扱わせていただきます．なお，個人情報をご提供いただけない場合は，受講はできませんのでご了承ください．
　また，実習は生活者の暮らしの場で行いますので，感染症の罹患等により，実習していただけない場合がございます．このため，実習可能であるかどうかを判断するために，健康診断書の提出を実習時にお願いする場合がございます．
　実習時以外であっても，身体状況等に照らして，受講を継続することが可能かどうか検討させて頂く必要がある場合には，感染症等の疾病の有無や健康状態等を確認するため，健康診断書の提出をお願いする場合がございます．
1） 個人情報の利用 

　当該個人情報を研修受講および実習時に必要な範囲内で利用し，奈良県介護員養成研修事業者指定要綱の定めのとおり，保存管理いたします．また，当法人は，今後の研修の参考とするため，アンケートへの協力をお願いしております．なお，ご本人の同意なく他の目的で個人情報を利用いたしません．
2） 個人情報の提供
　当法人は，法令に基づく場合を除き，個人情報は第三者に提供いたしません．
3） 個人情報の安全管理 

　提供いただいた個人情報の保管等は，当法人の個人情報管理規程に従い，適切な安全対策を講じます．なお，提出いただきます各種書類は，返却いたしませんので，あらかじめご了承ください．
4） 照会・訂正・削除等
　当該個人情報について照会・訂正・削除等を希望される場合は，当法人までご連絡ください．必要な調査を行い，調査結果に基づき開示・訂正・削除等を行います．

	その他の
留意事項
	　天災やその他やむを得ない事情により，研修の実施が困難と判断した場合には，研修の中止または延期の措置をとることとする．この場合は，新たな日程を設定するなど受講者の不利益とならないよう最善の措置を講じるものとする．

	施行細則
	　この学則に必要な細則並びに，この学則に定めのない事項で必要があると認められる時には，当法人がこれを定める．


（附則）

1. この学則は，平成29年4月1日より施行する．
2. この学則は, 平成30年4月1日より施行する．

3. この学則は，平成30年10月22日より施行する.

4. この学則は,　2019年5月1日より施行する.
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